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福島県内の市町村の除染に関する課題認識 －過去５年間の比較分析－ 
 

川﨑興太（福島大学） 
 
１．過去 5年間のアンケート調査の概要                                 
 筆者は、2012年から 2016年までの 5年間にわたり、除染に関する現状や課題などを把握することを目的と
して、福島県内の全 59市町村を対象とするアンケート調査を実施している（表 1）。本稿では、このアンケー
ト調査の結果のうち、市町村の除染に関する課題認識について報告する。 

  

 

 

 

 

 

 

２．除染特別地域に指定されている市町村の除染に関する課題認識                      
図 1 は、2013 年調査と 2016 年調査において、除染特別地域に指定されている 11 市町村が除染を進める上

での課題として掲げたものを整理したものである。2013 年調査から一貫して仮置場と中間貯蔵施設、森林や
ため池・河川等、除染の効果と除染の目標値とフォローアップ除染に関することが多く挙げられている。ただ
し、例えば、仮置場と中間貯蔵施設に関しては、2016 年調査の時点においても除染が終了していなかった市
町村では仮置場の確保が課題として挙げられているものの、いくつかの市町村では仮置場の管理や除去土壌等
の中間貯蔵施設への搬出が課題として挙げられるようになっているなど、変化が見られる。 

３．汚染状況重点調査地域に指定されている市町村等の除染に関する課題認識                      
図 2 は、行政区域の全域が除染特別地域に指定されている 7 市町村を除く 52 市町村のうち、特措法の全面

施行後に市町村主体の除染の実績も予定もない12市町村を除く40市町村の除染を進める上での課題に関する
認識を示すものである。これまで一貫して中間貯蔵施設や仮置場に関することが大きな課題となっているが、
仮置場に関しては、近年では「仮置場の確保」は大幅に減少している一方で、「仮置場の維持管理」が課題に
なっている。また、一貫して半数程度の市町村において「森林の除染」や「再除染（フォローアップ除染）」
が課題になっているが、「除染技術・方法の見直し・改善」や「住民の合意形成」は減少傾向にある。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 アンケート調査の概要 
調査対象 調査期間 配布数 回収数 回収率 調査項目

2012年7月～10月 52 51 98%

2013年7月～9月 52 49 94%

2014年7月～9月 52 52 100%

2015年7月～9月 52 52 100%

2016年7月～9月 52 52 100%

2013年7月～9月 11 9 82%

2014年7月～9月 11 11 100%

2015年7月～9月 11 11 100%

2016年7月～9月 11 11 100%

除染特別地域に指定されてい
る福島県内の11市町村

行政区域の全域が除染特別
地域に指定されている7市町
村を除く福島県内の52市町村

●地域指定の状況、除染実施計画の策定状況、除染の進捗状況
●除染を進める上での課題
●国と福島県の除染に対する取り組みに関する評価
●除染の終了の目安と安全・安心性の回復の目安
●除染の効果に関する認識　　など

●国と福島県の除染に対する取り組みに関する評価
●除染の終了の目安と安全・安心性の回復の目安
●除染による住民の帰還や安全・安心性の回復の可能性
●除染を進める上での特に重要な課題
●中間貯蔵施設の設置の必要性や可能性　　など

図 1 除染特別地域に指定されている市町村の課題認識の推移 
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注1：この図は、除染を進める上での特に重要

な課題を3つ以内で記入した自由記載欄

の回答を整理したものである。

注2：田村市と浪江町は、アンケート調査自体

に無回答であり、南相馬市は本設問に関

して無回答である。
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注1：この図は、除染を進める上での特に重要

な課題を3つ以内で記入した自由記載

欄の回答を整理したものである。

注2：田村市は、本設問に関して「なし」と回答

している。
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図2 汚染状況重点調査地域に指定されている市町村等の課題
認識の推移 
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注1：この図は、除染特措法の全面施行
後に市町村主体の除染の実績も予
定もない12市町村を除く40市町村
の回答を集計したものである。

注2：「再除染」「除去土壌等の減容化」
「道路の除染」は、2013年調査から
設けた選択肢である。

注3：2014年調査までは「中間貯蔵施設
の早期決定」という選択肢を設けて
いたが、2015年調査からは、これに
かえて、「中間貯蔵施設の整備・完
成」と「中間貯蔵施設への除去土壌
等の搬出」という選択肢を設けた。

注4：「仮置場の維持管理」は、2015年調
査から設けた選択肢である。

S11-1

- 50 -




